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 令和８年度一般会計予算規模は、総額７３億８，８００万円とする。 

 

○歳入について 

内閣府が公表した月例経済報告によると、「景気は、米国の通商政策による

影響が自動車産業を中心にみられるものの、緩やかに回復している。」とし、

先行きについては、「雇用・所得環境の改善や各種政策の効果が緩やかな回復

を支えることが期待される。ただし、今後の物価動向や米国の通商政策をめぐ

る動向などの景気を下押しするリスクに留意する必要がある。また、金融資本

市場の変動等の影響に引き続き注意する必要がある。」と指摘している。また、

「令和８年度予算編成の基本方針」でも同様の指摘をするとともに、政府は、

生活の安全保障・物価高への対応、危機管理投資・成長投資による「強い経済」

の実現、防衛力と外交力の強化を３つの柱とする「強い経済」を実現する総合

経済対策」を策定し、中小企業・小規模事業者を始めとする賃上げ環境の整備、

危機管理投資・成長投資の推進、未来に向けた投資の拡大、防災・減災・国土

強靱化の推進、地方の伸び代の活用と暮らしの安定させる施策を実施し、「強

い経済」と成長・分配の好循環の実現を目指すとしている。  

本村における歳入について、村税においては、税制改正による個人住民税の

減収が見込まれるが、好調な法人住民税の影響により、村民税全体では７５０

万円、固定資産税では企業の事業投資により１，３４０万円の増収をそれぞれ

見込む。また、軽自動車税は環境性能割の廃止による影響から１８７万円の減

収を見込み、村税全体としては２,００７万円の増収で計上した。  

また、譲与税、各種交付金については、国、県において増収が見込まれるた

め全体で２，０２０万円の増収で計上した。  

地方交付税については、国、県の財政情報によると地方交付税で１兆２，２

７４億円の増額（６．５％増）、となっていることから、令和７年度確定額及び

増減率を勘案し、普通交付税で１９億１，０００万円（前年度比２億１，００

０万円増）を計上する。  

 

○歳出について 

以上のような歳入の中、令和８年度は「第６次長生村総合計画中期基本計画」

の早期実現に必要な施策を実施するための予算を計上した。  

新規事業としては、介護人材確保対策事業、がん患者アピアランスケア支援

事業、中小企業創業資金利子補給補助金を実施する。  

教育分野への取組みとして、塾講師を活用した学習支援事業、八積・一松小

学校の体育館 LED 改修工事、高根小学校の老朽化した屋上の防水工事、第２期
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Giga スクール構想に向けたタブレット端末の購入、給食センターの運用を開始

する。 

性質別経費を見てみると、人件費は給与改定の影響により、８ ,１８５万３千

円の増額（５．８％増）、補助費等は８，１５２万６千円の増額（６．２％増）

であり、主な要因としては長生郡市広域市町村圏組合等への負担金が４，９４

８万６千円増加したことである。  

以上のことから、歳出額に対し特定目的基金から２億３，７１７万５千円の

繰入れを実施してもなお歳入額が届かず、令和８年度予算においても財政調整

基金から４億３，１２５万９千円を繰入れて予算編成を行った。 

職員におかれましては、本村が非常に厳しい財政状況に置かれているという

ことを再認識し、経費節減に更なる努力をすること。  

    

 



１．予算の概要

7,388,000 千円 （対前年度　8.4% ）

1,496,800 千円 （　〃  　　4.9% ）

1,466,400 千円 （　〃    ▲0.1% ）

278,200 千円 （　〃　   22.7% ）

3,241,400 千円 （　〃　  　3.8% ）

10,629,400 千円 （　〃　  　7.0% ）

　公営企業会計

下水道事業会計

収入 620,879 千円 （対前年度▲3.6% ）

支出 468,565 千円 （　〃 　 ▲4.6% ）

収入 352,230 千円

支出 651,343 千円

収益的収支

資本的収支

　会計別予算規模

特 別 会 計 合 計

合 計

一 般 会 計

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計

介 護 保 険 特 別 会 計

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計

（　〃  　 11.8% ）

（　〃  　　5.2% ）
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　一般会計（概要）

①　歳　　入

増減額 増減率

予算額① 構成比(%) 予算額② 構成比(%) ①-②=③ ③/②(%)

村 税 1,722,810 23.3 1,702,740 25.0 20,070 1.2

地 方 譲 与 税 53,201 0.7 71,200 1.0 ▲ 17,999 ▲ 25.3

利 子 割 交 付 金 2,500 0.0 800 0.0 1,700 212.5

配 当 割 交 付 金 12,000 0.2 9,000 0.1 3,000 33.3

株式等譲渡所得割交付金 15,000 0.2 8,000 0.1 7,000 87.5

法 人 事 業 税 交 付 金 21,000 0.3 20,000 0.3 1,000 5.0

地 方 消 費 税 交 付 金 345,000 4.7 340,000 5.0 5,000 1.5

自動車取得税交付金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

環 境 性 能 割 交 付 金 1 0.0 13,000 0.2 ▲ 12,999 ▲ 100.0

地 方 特 例 交 付 金 41,500 0.6 8,000 0.1 33,500 418.8

地 方 交 付 税 1,975,000 26.7 1,780,000 26.1 195,000 11.0

交通安全対策特別交付金 2,400 0.0 2,400 0.0 0 0.0

分 担 金 及 び 負 担 金 28,238 0.4 29,415 0.4 ▲ 1,177 ▲ 4.0

使 用 料 及 び 手 数 料 88,767 1.2 87,304 1.3 1,463 1.7

国 庫 支 出 金 828,981 11.2 746,973 11.0 82,008 11.0

県 支 出 金 455,100 6.2 450,182 6.6 4,918 1.1

財 産 収 入 14,712 0.2 14,800 0.2 ▲ 88 ▲ 0.6

寄 附 金 500,002 6.8 400,002 5.9 100,000 25.0

繰 入 金 668,434 9.1 701,260 10.3 ▲ 32,826 ▲ 4.7

繰 越 金 50,000 0.7 50,000 0.7 0 0.0

諸 収 入 80,153 1.1 109,123 1.6 ▲ 28,970 ▲ 26.5

村 債 483,200 6.5 270,800 4.0 212,400 78.4

歳 入 合 計 7,388,000 100.0 6,815,000 100.0 573,000 8.4

（単位：千円）

区　　　　分

令和8年度当初 令和7年度当初
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税　　　　　目
令和8年度
当初　 ①

令和7年度
当初　 ②

増減額
①－②＝③

増減率
③/② (%)

村 民 税 （ 個 人 ） 626,000 635,500 ▲ 9,500 ▲ 1.5

村 民 税 （ 法 人 ） 85,150 68,150 17,000 24.9

固 定 資 産 税 831,070 817,670 13,400 1.6

軽 自 動 車 税 53,500 55,370 ▲ 1,870 ▲ 3.4

村 た ば こ 税 121,000 120,000 1,000 0.8

鉱 産 税 5,000 5,000 0 0.0

入 湯 税 1,090 1,050 40 3.8

村 税 合 計 1,722,810 1,702,740 20,070 1.2

※村税積算説明

　別紙　村税の内訳

○軽自動車税…軽自動車税環境性能割の廃止を見込み、前年度に比し1,870千円減額で計
上する。

○その他の税…村たばこ税は、令和7年度決算見込みを考慮し、前年度に比し1,000千円
増額で計上する。鉱産税は、令和7年度決算見込みを考慮し、前年度同額で計上する。入
湯税は、令和7年度決算見込みを考慮し、前年度に比し40千円増額で計上する。なお、こ
の財源は海水浴場開設事業に充当する。

○個人住民税…税制改正により給与所得控除の見直しや扶養控除等に係る所得要件額の
引き上げにより、前年度に比し9,500千円減額で計上する。

○法人住民税…一部法人で企業収益の改善がみられるものの、令和6年度決算及び令和7
年度の状況を考慮し、17,000千円増額で計上する。

（単位：千円）

継続した賃上げや雇用情勢の改善により個人所得は増加傾向にあり、企業収益は緩や
かな持ち直し傾向にある。一方で、住宅建設については弱含みで推移している状況であ
るが、企業の設備投資は持ち直しの兆候がみられる。

本村の状況については、税制改正の影響により村民税の減額を見込むが、企業の設備
投資による固定資産税の増額を見込む。
よって、歳入は令和6年度決算及び令和7年度決算見込みを考慮し、前年度より200,070

千円増額の1,722,810千円を計上する。

○固定資産税…住宅建設については弱含みで推移している状況であるが、企業の設備投
資は持ち直しの兆候がみられるため、前年度に比し13,400千円増額で計上する。
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②　歳　　出

（目　的　別）

増減額 増減率

予算額① 構成比(%) 予算額② 構成比(%) ①－②＝③ ③/②(%)

議 会 費 90,233 1.2 95,525 1.4 ▲ 5,292 ▲ 5.5

総 務 費 1,612,121 21.8 1,201,802 17.6 410,319 34.1

民 生 費 2,133,733 28.9 2,130,282 31.3 3,451 0.2

衛 生 費 617,680 8.4 529,768 7.8 87,912 16.6

農 林 水 産 業 費 232,180 3.1 262,560 3.9 ▲ 30,380 ▲ 11.6

商 工 費 55,235 0.8 39,213 0.6 16,022 40.9

土 木 費 901,932 12.2 845,608 12.4 56,324 6.7

消 防 費 351,105 4.8 352,423 5.2 ▲ 1,318 ▲ 0.4

教 育 費 861,949 11.7 846,798 12.4 15,151 1.8

災 害 復 旧 費 6 0.0 6 0.0 0 0.0

公 債 費 521,816 7.1 501,005 7.4 20,811 4.2

諸 支 出 金 10 0.0 10 0.0 0 0.0

予 備 費 10,000 0.1 10,000 0.2 0 0.0

目 的 別 合 計 7,388,000 100.0 6,815,000 100.0 573,000 8.4

（性　質　別）

増減額 増減率

予算額① 構成比(%) 予算額② 構成比(%) ①－②＝③ ③/②(%)

人 件 費 1,499,812 20.3 1,417,959 20.8 81,853 5.8

扶 助 費 946,156 12.8 963,657 14.1 ▲ 17,501 ▲ 1.8

公 債 費 521,816 7.1 501,005 7.4 20,811 4.2

物 件 費 1,614,166 21.9 1,477,832 21.7 136,334 9.2

維 持 補 修 費 46,669 0.6 43,444 0.6 3,225 7.4

補 助 費 等 1,394,081 18.9 1,312,555 19.3 81,526 6.2

繰 出 金 613,284 8.3 592,958 8.7 20,326 3.4

投 資 及 び 出 資 金 0 0.0 0 0.0 0 0.0

積 立 金 145,504 2.0 115,266 1.7 30,238 26.2

普 通 建 設 事 業 費 596,506 8.1 380,318 5.6 216,188 56.8

補 助 事 業 53,896 0.7 51,696 0.8 2,200 4.3

単 独 事 業 541,610 7.3 328,622 4.8 212,988 64.8

災 害 復 旧 事 業 費 6 0.0 6 0.0 0 0.0

予 備 費 10,000 0.1 10,000 0.2 0 0.0

性 質 別 合 計 7,388,000 100.0 6,815,000 100.0 573,000 8.4

区　　　　分
令和8年度当初 令和7年度当初

（単位：千円）

（単位：千円）

区　　　　分
令和8年度当初 令和7年度当初
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令和8年度
当初　 ①

令和7年度
当初　　②

増減額
①－②＝③

増減率
③/② (%)

112,421 115,430 ▲ 3,009 ▲ 2.6

234,479 234,862 ▲ 383 ▲ 0.2

62,902 58,435 4,467 7.6

413,130 437,238 ▲ 24,108 ▲ 5.5

822,932 845,965 ▲ 23,033 ▲ 2.7

令和8年度
当初　 ①

令和7年度
当初　　②

増減額
①－②＝③

増減率
③/② (%)

641,366 591,880 49,486 8.4

18,732 19,459 ▲ 727 ▲ 3.7

24,871 23,234 1,637 7.0

157,088 132,709 24,379 18.4

2,434 2,260 174 7.7

消防費 320,332 305,130 15,202 5.0

常備消防費 293,735 276,354 17,381 6.3

非常備消防費 26,597 28,776 ▲ 2,179 ▲ 7.6

775 825 ▲ 50 ▲ 6.1

3,849 3,274 575 17.6

63,709 62,282 1,427 2.3

49,576 42,707 6,869 16.1

3,501 0 3,501 －

8,275 7,422 853 11.5

203,472 184,221 19,251 10.4

856,614 783,523 73,091 9.3負 担 金 等 合 計

（単位：千円）

（単位：千円）

区　　　　　　分

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計

介 護 保 険 特 別 会 計

教育費

保健衛生費

清掃費

後期高齢者医療広域連合負担金

千葉県水道用水供給事業市町村負担金

一宮聖苑組合負担金

民生費（障害認定）

病院事業費

繰 出 金 合 計

下 水 道 事 業 会 計

③　特別会計及び公営企業会計に対する繰出金の状況

上水道事業費

民生費（介護認定：特別会計）

④　一部事務組合に対する負担金等の状況

区　　　　　　　　　　分

議会・総務費

長生郡市広域市町村圏組合負担金
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